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平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金 

障害者対策総合研究事業 

（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

 

「PTSD 及びうつ病等の環境要因等の分析及び介入手法の開発と向上に資する研究」 

分担研究報告書 

 

サブタイトル：被災地における飲酒問題の実態把握とその対策に関する研究 

研究分担者 樋口 進 国立病院機構久里浜医療センター院長 

 
 

研究要旨 

東日本大震災では、自衛隊、警察、消防、電力会社職員等が過酷な状況のなか救援活動に奮闘

した。一方で、そのような過酷な活動による惨事ストレスによって、PTSD、うつ、アルコー

ル消費量の増大等が懸念されている。今後も発生するであろう大規模災害に向けて、支援者に

おける惨事ストレスの実態を明らかにし、対処方法を検討することが必要である。 

岩手県大船渡市では、震災直後から国立病院機構久里浜医療センターが支援に入っていた縁

があり、同院は大船渡市消防団に対するこころのケアの依頼を受けている。本研究はその一環

として大船渡市消防団団員約 1,000名の精神的ケアと同時に、うつ病、心的外傷後ストレス障

害（PTSD）、アルコール乱用または依存症等の有病率や消防団としての活動、被災状況との関

連等について現状を把握し、さらにその変化を前向きに調査することを目的とした。 

今年度は、2013年度に実施された第 2回調査を中心に解析した。 
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A. 研究目的 

 災害時に救援者が受けるストレスは惨事ストレスと呼ばれている。ベトナム戦争からの帰還兵
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における PTSD研究を契機に注目を集めるようになったが、わが国では 1995年の阪神淡路大震災

以降人口に膾炙した。 

 自然災害に加え大規模テロのような人為的な災厄も頻発する昨今の情勢において、この惨事ス

トレスの実態と、PTSD、うつといった精神障害やアルコール消費量との関連を調査することは世

界的に喫緊の課題となっている。 

 本研究では、岩手県の大船渡市の消防団を研究対象としている。彼らは日常的にはそれぞれの

仕事を持ち、必要時に地域の防災活動に主体的に取り組む我が国独特の組織である。東日本大震

災においては、消防団員の死者・行方不明者は 253 人に上り、消防署員の死者・行方不明者 27

人の 10 倍近くとなっている。身近な消防団員が未曽有の大災害にあたり水門の管理、避難誘導

等で危険を顧みずに活動したことがうかがえる。一方で、支援業務のプロフェッショナルである

自衛隊、警察、消防隊員と比べると、消防団員の教育や訓練は簡潔なもとのなるため、惨事スト

レスに対する脆弱性が懸念される。 

 本研究においては、すでに 2011 年 9 月に実施したうつ病、心的外傷後ストレス障害（PTSD）、

アルコール乱用または依存症等の有病率に関する 1回目の調査を基に、2013年 4月から 11月にかけ

て 2回目の調査を行い、両者を比較検討することで、惨事ストレスの影響を前向きに調査した。 

 

B. 研究方法 

1) 調査対象 

 大船渡市消防団員約 1,000名のうち、本調査に協力するもの 

2) 調査票 

・消防団活動歴、自身の被災状況等に関する質問票 

・K-10 1) 

・CES-D(Center for Epidemiologic Studies Depression scale) 2) 

・IES-R(Impact of Event Scale-Revised) 3) 

・AUDIT (Alcohol Use Disorders Identification  

Test) 4) 

・FTND (Fagerström Test for Nicotine  

Dependence) 5) 

 

3) 調査の方法 

 調査票の作成は久里浜医療センターで行う。調査票の現地での配布、回収については大船渡市

消防署の協力を仰いだ。 

 回収された調査票は、久里浜医療センターでデータ入力を行い、解析した。 

 また、調査票より何らかの疾病や過度のストレスが懸念される者に対しては、久里浜医療セン

ター医師による現地での面接が行われた。 

 コントロールには、2008年に一般成人を対象に実施された全国調査 6)から性と年齢を一致させ

たものを用いた。 

 

C. 倫理に対する配慮 

本研究については、久里浜医療センター倫理審査委員会にて承認を得た（2011 年 12 月 21 日、

受付番号 163）。 
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 調査に際しては、対象者に調査の内容を書面によりよく説明し、理解いただいた上で実施した。

また、調査に際しては書面による同意書を得てから実施した。 

 

D. 結果と考察 

 第 1回調査では 683名（65.4％）の回答が得られた。コントロール群と比べ AUDITで 8点以上

の者はコントロール群 23.3％に比べ、対象群は 37.8%と有意に高かった(p<0.0001)。また、自身の

被災状況との関連では、近親者を亡くした者の AUDIT scoreは 8.12と、近親者喪失体験の無い者

6.77 と比べ有意に高かった(p<0.001)。さらに、AUDIT で 10 点以上の者では、近親者を亡くした

者が 60.0%であり、近親者喪失体験のない者(40.0%)と比べ有意に高かった(p<0.01)。 

 第 2回調査では、第 1回調査と同じ 1044名を対象とし、501名の回答を得た。このうち、第 1

回調査にも回答している者は 352名(フォローアップ率 51.6%)であった。 

 第 1 回調査と第 2 回調査では、IES と AUDIT に弱い相関関係があり(r-0.23)(図１)、被災時の

AUDITは心的外傷の強さと関連があることが示唆された。 

 両調査を比較すると、1 回目調査ではカットオフポイントを上回り陽性だったものの 2 回目調

査では陰性となった者が K10では 79.4％、SDSでは 81.4%を占めた。一方、AUDITでは 39.0％に

過ぎなかった(図 2)。AUDIT のスコアは抑うつの尺度と異なり、時間の経過による改善は期待し

にくいため、飲酒行動に対する介入の必要性を把握した際は、早期に実施する必要がある。 

 第 1回調査時点で仕事がある、IESが 25点未満である、震災以前に心的外傷の体験がない者は、

統計的に有意に第 2回調査時に「健康状態が良くなった」と回答した(表１)。これらは、震災後 2

年経過時の主観的な健康状態の改善を予測する因子として考慮できる。 
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G. 研究発表 

1) 国内 

口頭発表              2件 

原著論文による発表      0件 

それ以外の発表        0件 

 

2) 海外 

口頭発表          0件 

原著論文による発表     0件 

それ以外の発表       0件 

 

H. 知的所有権の出願・取得状況（予定を含む。） 

1. 特許取得： なし 

2. 実用新案登録： なし 

3. その他： なし 
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